
�．はじめに

新規学卒就職者の就職後３年以内の離職率をみ

ると，平成２４年３月卒業者では，中学校卒業者が

６５．３％，高校卒業者で４０．４％，大学卒業者３２．３％

と高い水準にある。それは全労働者の離職率を上

回る数値であり，若年層の非正規雇用形態を増加

させる要因ともなっている。十分なキャリアを積

まずに離職した若者は正規社員として再就職する

ことが難しいために，不本意ながら非正規社員に

留まるを得ない若者はその後のキャリア形成にお

いても不利な立場にあるといえる。日本において

は新規学卒一括採用という，学校から職業への移

行が一時点で行われているため，早期離職は多く

の若者にとって移行のつまずきを意味することに

なる。そのため近年では学校教育の中にキャリア

教育を取り入れる動きが一般的になってきている。

「学校から職業へ」という移行，教育システム

から就業システムへの移行問題は，どこの国でも

重要な問題であるが，しかしながらそのあり方は，

国によりかなりの相違があり，日本のような新規

学卒一括採用は特殊な慣行であるといえる。国に

よって教育システムも異なれば，また就業システ

ムも異なってくる。さらにはそれらに関連する法

的制度や規範といった文化的な相違が認められる。

日本とは異なる教育制度を持つドイツは，一般

的な学校教育とともに，現場での実習を中心とし

た独自の職業教育システム＝デュアル・システム

を有しており，若者の職業教育・訓練，「学校か

ら職業への移行」に大きな役割を果たしている。

現在，ドイツの職業教育システム＝デュアル・シ

ステムは産業構造の変化とともに多くの問題を孕

みつつも，依然として重要な機能を果たしており，

若者のキャリア形成に欠かすことのできないもの

となっている。学校から就業への移行問題や若者

のキャリア形成を考える際，ドイツの職業教育を

考察することはそれなりの意義があるように思わ

れる。本稿では，ドイツの一般的な学校教育シス

テムと職業教育＝デュアル・システムの関連性を

取り上げたい。

�．ドイツ教育システムの特殊性と複雑性

ドイツの職業教育システムは，ドイツ特有の学

校教育システムと複雑かつ密接な関係の下に機能

している。そのため，職業教育システムを考察す
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るにはドイツの学校教育システムを無視するわけ

にはいかない。まずドイツの学校教育システムを

見てみたい。

ドイツの教育と比べると，日本の学校教育では

一般教育に重点が置かれていると見なすことがで

きる。なぜなら日本の義務教育の９年間はほぼ同

一のプログラムで構成されているからだ。それに

対しドイツでは４年間の初等教育（基礎学校

Grundschule）から前期中等教育への移行の段階

で，将来の職業選択にかかわる一つの振り分けが

行われる。基幹学校 Hauptschule，実科学校 Re-

alschule，ギムナジウム Gymnasiumという三つ

の方向性への振り分けである。初等教育である基

礎学校の４年間（第１～４学年）を終えた後，こ

れら三種類の前期中等教育が併存しており，それ

ぞれが異なるプログラムで構成されている。この

ように中等教育前期において複数の学校種が設置

されていることに，ドイツの教育システムの大き

な特徴があるといえる。

（１）前期中等教育の複雑性

通常，基幹学校は５年制（第５～９学年），実

科学校は６年制（第５～１０学年），ギムナジウム

は９年制（第５～１３学年）であり，ギムナジウム

の第１１～１３学年は，後期中等教育として位置づけ

られている。将来，高等教育である大学に進学を

希望する者は，主としてギムナジウムに就学する

のが一般的である。つまり将来大学に進学するか

否かを，１０歳ないし１１歳という低年齢で行うこと

になる。このような早期における児童の進路の振

り分けが，子どもの将来の進路選択の範囲を狭め

てしまうという問題が，この三分岐型の教育制度

に存在したのである。

この伝統的な三分岐型の弊害に対し，１９６０年代

終わりから新たにこれらの学校種を統合した総合

制学校 Gesamtschuleが導入された。この総合制

学校では，将来の進路選択は前期中等教育の終わ

りにまで延長することが可能となる。さらにドイ

ツ統一後の旧東地域では，基幹学校と実科学校を

統合した形態をとる学校が新設されている。しか

しこの総合制学校ならびに新種の学校は，限定さ

れた地域で実施されているだけで，ドイツ全体で

みるとその数はまだ少なく，さらにドイツ全般に

普及している形態ではない。

このような学校形態における州による相違が生

じる原因は，ドイツでは教育の権能が各州にある

ことによる。これは一般に「州の文化高権」と呼

ばれ，教育に関し連邦は一定の権能をもつにせよ，

初等教育および中等教育に関してはそれぞれの州

が大幅な権能をもっており，例えば義務教育年限

を１０年に制定している州もあれば，９年の州も存

在する。いずれにせよ，総合制学校や統合形態の

導入で，従来の教育システムにおける問題が十分

解決したわけではなかった。

ではどのような方法で三分岐型における弊害の

緩和を図ったのであろうか。多くの学校では前期

中等教育の第５学年と第６学年をオリエンテー

ション段階として，進路の修正を可能とする猶予

期間を設定することを導入した。この２年間のオ

リエンテーション段階で，生徒はより適切な進路

の決定が可能となり，従来の三分岐型における早

期の進路選択に見られた弊害を緩和しようという

のである。しかしこのオリエンテーション段階の

導入もドイツ全体で一律に採用されたわけではな

い。オリエンテーション段階を導入していない州

もあれば，学校形態に依拠しないオリエンテー

ション段階を設けている州もある。しかしその基

礎的システムは今でも伝統的な三分岐型の教育制

度が存在することも事実である。

（２）ドイツの高等教育――一般大学と専門大

学

前期中等教育を終えた若者の進路は，通常二つ

の方向に分かれる。一般大学 Universitätや専門

大学 Fachhochschuleといった高等教育システム

へ進むためのギムナジウム上級段階への進路と，

他方では職業教育システムへの進路である。高等

教育システムへの進路選択をする者，とりわけ一

般大学に進学する者は，主に上級ギムナジウムを

経由して大学入学資格＝アビトゥーアを取得する
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のが一般的である。

ドイツのアビトゥーアは大学入学資格として，

専門大学も含め，すべての高等教育機関に入学す

ることが認められる資格であるが，専門大学への

入学資格においては，必ずしもこのアビトゥーア

を必要とする訳ではない。例えば，実科学校を終

了した後に専門上級学校 Fachoberschuleや専門

ギムナジウム Fachgymnasienを修了した者，あ

るいはそれと同等とみなされる学校教育を修了し

た者などにも門戸が開かれている。専門大学では

それぞれの専門領域に従って，固有な実習が要求

され，職種によっては職業教育の修了資格を必要

とされるケースもある。ここにもまたドイツ教育

システムの複雑さが窺われる。

上級専門学校や専門ギムナジウムの存在によっ

て，前期中等教育の三分岐型システムにおける弊

害は緩和されているといえるが，これらはまた戦

後の高等教育の拡大に対応したものでもあった。

戦後の旧西ドイツでは，高等教育の拡大という社

会的ニーズによって，多くの新設大学が創設され

るとともに，以前から存在した技術系専門学校や

経済・社会科学系の高等専門学校が専門大学とし

て昇格し，高等教育の中に組み込まれ，現在では

一般大学とともにドイツの高等教育を担っている。

この専門大学は旧東ドイツにはなかったもので，

ドイツ統一後に導入されたシステムである。

ところで，ドイツの高等教育修了資格は職業上

の資格と見なされていることに注意すべきであろ

う。つまり中等教育修了資格はあくまで教育資格

であって職業資格とはならないが，一般大学や専

門大学といった高等教育の修了資格は，単なる教

育上の資格だけでなく高度な専門職業資格と見な

されているのである。

それに対し職業教育は，高等教育へ進まない基

幹学校修了生や実科学校修了生が，職業資格を取

得するために開かれた進路である。実科学校修了

生は専門上級学校等を経由して専門大学へ進学す

ることも可能であるが，多くの青少年が職業教育

を選択している。この職業教育はデュアル・シス

テムといわれ，ドイツの，職業教育制度の主要な

部分を構成している。資格社会ともいわれるドイ

ツでは，このデュアル・システムと高等教育シス

テムが，その職業資格システムを形成しているの

である。前述したように，ドイツでは大学卒業資

格は専門職の資格として職業上の資格とみなされ

ている。他方，デュアル・システムは職業資格取

得をめざす職業訓練の場であり，この職業教育を

修了することによって，多くの若者が職業資格を

取得しているのが現状である。

�．ドイツの職業教育＝デュアル・システム

ドイツの職業教育の主要な構成部分を形成して

いるのがデュアル・システム＝二元制度と呼ばれ

る独特のシステムである。このシステムはドイツ

に限らず，オーストリアやスイスといったドイツ

語圏において見られるシステムである。

デュアル・システムでは，企業における訓練と

職業学校での二つの場で職業教育が平行して行わ

れることにその特徴がある。この二つの場での職

業教育がデュアル＝二元・システムという名称の

由来である。デュアル・システムでの職業学校は，

定時制職業学校 Teilzeite-Berufsschuleと呼ばれ，

全日制の職業学校とは区別されている。また一般

教育を終えた後，職業教育も一般教育も受けない

青少年に対して，１８才までは，この学校へ通学す

ることが義務づけられている。

このシステムでは，学校における教育の財政を

連邦各州と地方公共団体が負担し，企業における

訓練に関してはそれを行う企業がそれぞれ負担す

るという財政上の構造を持っている。また，この

システムにおける職業教育は，国家によって認め

られた職業教育職種だけが許されており，職種，

教育期間，教育大綱計画，試験規則なども国家に

よって定められている。つまりそれによって職業

教育は全国的に統一されており，業界を超えた職

業資格として国家によって認められるものとなっ

ている。

職業教育を施す企業の資格に関しては，商工会

議所，手工業会議所，農業会議所，各種の自由業会
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議所等，その職種によって決められた担当機関が

監督しており，実際に職業教育を施す企業は，大

企業から中・小の企業といった様々なレベル，多

様な職種の企業によって担われている。企業での

職業訓練は，基本的に養成訓練規定 Ausbildung-

sordnungによって定められており，この養成訓

練規定は連邦直轄の公法上の団体である連邦職業

教育研究所が担っている。つまり企業における訓

練は法的には連邦の監督下にある。それに対し，

職業学校での教育訓練は各州の監督下に置かれて

いる。職業教育も一般教育と同様に，それぞれの

州に大幅な権限が与えられているためである。

このようにこのシステムは，企業，州，国家レ

ベルにおいて法的に規定された中で行われており，

また職種によって管轄している連邦局も異なって

くるために，現実にはかなり複雑な形態をもって

機能している。デュアル・システムで職業教育を

受ける者は，一般的に週に３日から４日を企業で

実践的な訓練を受け，１日から２日を職業学校で

理論的な教育を受ける。職業教育期間は訓練職種

によって異なるが，通常，２年から３年半にわたっ

て行われている。どの訓練職種においても，中間

試験と終了試験が定められており，この終了試験

に合格した者に職業資格が与えられる。

デュアル・システムによる職業教育は，最終的

に職業上の資格取得がめざされており，前述した

ように，ここで取得された資格は全て国家的に認

定された職業資格となる。高等教育での職業資格

を取得しない多くの青少年は，このデュアル・シ

ステムでの職業資格をもって就業システムに入る

ことになる。資格社会といわれるドイツでは，職

業資格を有するか否かは，その後の職業生活に多

大な影響を与えることとなる。職業資格を持たな

い者は，多くの場合，未熟練労働者として低賃金

労働に就くことになり，昇進の可能性もほとんど

無い。また，失業した場合にも，公的な資格を持っ

ているかどうかによって，失業手当の給付額も大

きく違ってくる。そのため，高等教育に進学しな

い青少年の多くが，このデュアル・システムに

よって職業上の資格を取得する道を選ぶのである。

表－１に見られるように，デュアル・システム

への参与者には実科学校修了者と基幹学校修了者

が，おおよそその７０％を占めており，これら前期

中等教育修了者の職業資格取得のための制度とい

える。この表にある職業教育学年 Berufsaugrund-

bildungsjahrとは，学校教育から職業教育へと移

行する際の，一年間の職業基礎教育の場として

１９６０年代末から導入されたものであるが，訓練場

所を獲得できなかった者に職業教育を提供する場

でもある。この職業基礎学年に入るには，最低，

基幹学校修了証を必要とする。

また職業準備年 Berufsvorbildubgsjahrは，基

幹学校修了資格をもっていない若者や，進路が定

まらない若者に対し，職業訓練のための準備を行

うために設けられている。青少年にとって学校教

育から職業教育への移行は，将来の職業生活，社

表－１．職業訓練領域による学歴別訓練生の割合（%）２００５年

基幹学校
修了証無

基幹学校
修了資格

実科学校
修了資格

大学入学
資格

職業基礎
教育学年

専門職業
学校

職業準備
年

その他

商工業 ０．６ ２５．３ ４１．６ ２３．０ ０．９ ６．３ ０．８ １．５

手工業 ４．５ ４７．３ ３１．１ ５．０ ５．０ ４．３ ２．５ ０．４

農 業 ９．２ ３４．２ ３２．６ ９．２ ７．３ ０．９ ４．０ ２．６

公 務 ０．１ ４．７ ５８．５ ３１．８ ０．１ ４．２ ０．１ ０．５

自由業 ０．５ １６．３ ５７．１ ２０．７ ０．４ ３．４ ０．２ １．３

家 政 ２５．２ ３２．２ ８．１ ０．８ ４．９ ５．７ １６．５ ６．６

船 舶 ３．０ １３．５ ４９．３ ３１．９ ２．３ ０．０ ０．０ ０．０

全領域 ２．１ ３０．８ ３９．６ １７．３ ４．１ ４．０ ２．３ ０．８

Berufsbildungsbericht.２００７ より作成

小松君代

―１４― RIMIS SU，No．２１，２０１５



会生活に関わる重要な進路選択であり，少なくと

もこの移行期において，若者は将来の職業的構想

を自ら考えねばならない。この局面は「第一の敷

居 erste Schwelle」あるいは「社会的地位への通

過 Statuspassage」とも呼ばれており，青年期の

出発点とも考えられている。実際，将来の職業構

想を考えさせる大きなきっかけを若者に与えてい

る。しかしながら，必ずしも希望する職種での訓

練場所が確保できるわけではない。学校教育での

教育資格やそこでの成績が，職業教育の訓練先を

獲得することに大きく影響している。とりわけ限

られた訓練場所を巡る競争では，よりよい条件を

持った若者の方が有利となっている。

表－１で見られるように，商工業と手工業が

デュアル・システムにおける職業訓練の場を多く

提供している職業領域であり，船舶の訓練領域は

全体比で見るとわずか０．１％を占めるのみである。

商工業と手工業の職業訓練がドイツ職業教育の多

くを占めている原因は，この職業教育の歴史的形

成プロセスに存在する。ドイツの職業上の資格制

度を遡ると，中世の職業制度であるギルド制にま

で行き着くことができる。ドイツでは伝統的に職

人的技術に対し，高い社会的評価および地位を与

え，その伝統的な職業訓練を重視してきた歴史が

ある。また戦前までドイツの職業教育は，手工業

および商業がその多くを担っており，企業や経営

側に職業教育の大幅な決定権が与えられていた。

戦後，西ドイツの職業教育法成立においてもこれ

らのことが多大な影響を与えたのである。ドイツ

の職業教育が，マイスター制度に象徴されるよう

に，実践的な訓練を中心に行う現場中心主義的職

業教育は，現在にも受け継がれており，それがデュ

アル・システムの基本をなしている。

�．デュアル・システムにみる最終学歴

デュアル・システムに参与するのにも，学校教

育においてより良い修了資格を持っていることが

有利に働いていることは，実科学校生の方が基幹

学校生より少ないにもかかわらず，職業訓練生の

割合では，実科学校修了生の割合が高いところに

も現れている。また職業訓練領域での分布をみて

も，公務の領域では実科学校修了生が５８．５％も占

めているのに対し，基幹学校修了生ではわずか

６．３％でしかない。この公務の領域で大学入学資

格保有者が３１．８％を占めていることは注目に値す

るといえる。

基幹学校修了生が多くを占める職業訓練領域と

しては，手工業，農業，家政の領域である。それ

に対し学校修了証のない若者では，この集団自体

が少数派であるにもかかわらず，家政で２５．２％と

最も参与率の高い領域となっている。その他の領

域では農業の９．２％，手工業の４．５％以外，学校修

了証のない者はわずかな参与率を示している。実

科学校修了生が多くを占める職業訓練領域として

は，公務以外では船舶の６７．９％，自由業での５５．２％

であり，家政の領域を除いた全般的領域において

参与率が高いことがわかる。ただしこれら職業訓

練領域の間にはかなりの量的相違が存在すること

は，表－２における訓練生の数からも明白である。

基幹学校修了生はデュアル・システムの３０．８％

を構成しているが，職業訓練領域でみると手工業

で４７．３％と最も多くを占めている。他方，具体的

な職種から見ると，彼らが占める割合の高い職種

はパン職人６７．１％，食料品販売６５．７％，塗装工

６３．６％と，これらでは６割以上を占めているが，

絶対数から見ると最も多い職種は販売職である

（２００５年）。それに対しデュアル・システムで

３９．６％と最も高い割合を占めている実科学校修了

生は，商工業領域で４１．６％と大きな集団を形成し

ている。また公務と自由業ではそれぞれ

５８．５％，５７．１％と約６割を彼らが占めているが，

前述したように，デュアル・システムの多くが商

工業と手工業によって形成されているため，その

実数は比較的少ない。

このように最終学歴によって職業訓練領域にお

いて棲み分けされていることが分かる。また基幹

学校修了生，大学入学資格保有者では，それぞれ

がある一定の職種に集中している。近年とりわけ

基幹学校修了生の職業スペクトルが狭くなってい

ドイツにおける学校教育と職業教育
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ることが指摘されている。２００４年に３３８種あった

職種において基幹学校修了生が半数以上占めた職

種は１３種だけであり，彼らはわずかな職種に非常

に集中している。デュアル・システムへの基幹学

校修了生の参与率そのものが大幅に減少してきた

ことも近年の傾向であり，それは教育の拡大とい

う傾向における学校修了時の教育の変化によって

説明されうるが，基幹学校修了生のデュアル・シ

ステムへのチャンスを悪化させていることの現れ

でもある。それと平行して基幹学校修了生の職業

スペクトルも狭められてきたといえる。

デュアル・システムの約４０％近くを構成してい

る実科学校を修了した若者は，その職業選択にお

けるスペクトルも比較的広い。職業領域では前述

したように，公務，自由業領域では６０％近くを彼

らが占有しており，家政領域以外で多くの占有率

を持っている。職種別で見ると，医療助手で６４．９％，

歯科専門職で６０．７％，工業機械工で５９．３％を実科

学校修了生が占めている。絶対数で見ると小売業

ビジネスが最も多く，次いで商工業事務職となっ

ているが占有率はそれぞれ４４．６％，４７．８％である

（２００５年）。小売業ビジネスでは基幹学校修了生

が３３．４％を占めており，他方，商工業事務職では

大学入学資格保有者が２３．６％を占めている。ここ

にも実科学校修了生の職業スペクトルの広さが窺

える。

大学入学資格保有者の場合では僅かな職種に集

中していることが分かる。絶対数で多いのは産業

ビジネスであるが，占有率で見ると銀行員６０．７％，

保険関連職員６０．１％，税務専門職５９．０％，専門情

報職５５．１％となっている（２００５年）。絶対数とし

ては少ないものの彼らの割合が高い職種としては

広告業務，出版業務等があり，その７０～８０％を大

学入学資格保有者の訓練生が占めている。彼らと

競合しているのは実科学校修了生であり，基幹学

校修了生は殆ど参与することのない職種である。

ところで，この職業教育システムも学校教育シ

ステムと同様に，ドイツ統一後，旧東ドイツ地域

に導入された。戦後，東ドイツでは伝統的なデュ

アル・システムは中断しており，統一前の東ドイ

表－２．職業教育訓練領域別訓練生の数（千人）

年
総数 商工業 手工業 農業 公務 自由業 家政 船舶

旧西ドイツ地域

１９７５ １３２８．９ ６３４．０ ５０４．７ ３３．０ ４６．０ １０３．２ ７．３ ０．９

１９８５ １８３１．３ ８７４．５ ６８７．５ ５３．４ ７２．６ １３１．５ １０．６ １．１

１９９１ １４３０．２ ７３４．３ ４６０．４ ２７．４ ６１．６ １３７．４ ８．３ ０．５

１９９５ １２５０．２ ５６０．９ ４６９．９ ２３．６ ４４．１ １４３．１ ８．４ ０．３

２０００ １２９７．２ ６５３．０ ４４８．６ ２６．０ ３４．５ １２５．８ ９．０ ０．３

２００２ １２５５．６ ６５１．７ ４０７．０ ２４．３ ３４．２ １２９．５ ８．５ ０．３

旧東ドイツ地域

１９９１ ２３５．５ １４５．０ ６７．０ １０．１ ３．６ ６．４ ２．８ ０．４

１９９５ ３２９．１ １４１．９ １４５．５ ７．７ １２．７ １７．３ ４．１ ０．０

２０００ ４０４．８ ２０７．８ １４７．６ １２．９ １１．８ ２０．４ ４．２ ０．０

２００２ ３６６．８ １９８．４ １２０．８ １２．７ １１．１ １９．３ ４．４ ０．０

全ドイツ地域

１９９１ １６６５．５ ８７９．４ ５２７．４ ３７．５ ６５．４ １４３．８ １１．１ ０．９

１９９５ １５９７．３ ７０２．９ ６１５．４ ３１．３ ５６．７ １６０．３ １２．５ ０．３

２０００ １７０２．０ ８６０．８ ５９６．２ ３８．９ ４６．３ １４６．２ １３．２ ０．３

２００２ １６２２．４ ８５０．２ ５２７．９ ３７．１ ４５．２ １４８．８ １２．９ ０．３

Grund-und Strukturdaten２００３／２００４ より作成

小松君代
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ツでは職業資格の付与のあり方も西ドイツとは異

なっていた。それとともに職業教育への参入の前

提条件も違いがあった。旧東ドイツでは社会主義

という計画経済の要請に従って，個人における自

由な職業の選択が大幅に制限されていたという。

他方，憲法に基づいた職業教育の義務によって，

ほとんどの青少年が職業教育を受けてはいたが，

現実には部分的な職業教育しか受けていない者が

多く，とりわけ旧西ドイツの基準では公認された

職業資格とならないケースが多く存在したといわ

れている。

旧西ドイツでは，１９８０年代にデュアル・システ

ムの参与者が増加し，８０年代半ばにはそのピーク

を迎えるが，その後，高等教育の拡大とともに参

与者が減少している。とりわけ１９９０年に，初めて

職業教育訓練生の数が大学生の数を下回るにおよ

び，デュアル・システムの危機が論じられるよう

になった。参与者の減少の大きな要因としては，

ここでの職業資格が必ずしも就業へと直結しなく

なったことにある。

他方，統一後の旧東ドイツ地域では２０００年まで

その数が急増し，また旧西ドイツ地域でも，１９９７

年から２０００年にかけて増加している。ドイツ全体

で見ても，統一後から増加傾向にある。また１９９６

年以降，職業教育職の再編成による職業教育の近

代化が強化された。あらゆる領域における労働組

織上の変化，IT関連を含めた技術上の変化は，

新しい労働領域及び新しい資格を要請し，それに

対応する職業教育の再編が求められた。元々デュ

アル・システムが製造業領域と深く関連している

ことが指摘されたが，訓練ポストの不足とともに，

デュアル・システム内部でも第三次産業へのシフ

トが要請されてきた。１９９０年代半ば以降，既にデュ

アル・システムにおける製造業領域での訓練契約

数は優勢ではなくなっており，第三次産業での契

約数が上昇してきている。

このようなデュアル・システムでの職業教育職

再編は，訓練ポストの不足と相まって基幹学校修

了生が職業教育を受けるチャンスを悪化させてし

まうことにもなった。また彼らの職業スペクトル

の狭さもこのことから説明できる。このような問

題を抱えながらも，学校教育から就業への移行期

において，多くの若者の職業意識を高め，また現

実的な職業像を与える役割をデュアル・システム

は果たしており，また，職業準備年や職業基礎教

育学年の導入も，デュアル・システムを支えるも

のとなっている。

�．二つの途？――高等教育と職業教育

ドイツの職業資格システムは，これまで考察し

たように，高等教育とデュアル・システムによっ

て形成されている。旧くは，高等教育は法曹，行

政，医師，聖職者などのエリートの進む途を意味

し，他方，職業教育は非エリートの途と考えられ

ていた。「一般教育は支配者の職業教育であり，

職業教育は被支配者の一般教育である」という

べーベルの言葉は，まさに上記のことを物語って

いた。実際，これらのシステムがドイツの社会的

階層構成を形成し，また再生産するという社会的

機能を果たしてきたのである。

戦後，先進諸国では１９５０年代以降，教育の拡大

が著しく進展し，高学歴化が一様に見られたが，

旧西ドイツでも同様の状況が進行した。しかし他

の諸国と比較するとドイツのそれは低く抑えられ

ていた。その原因として指摘されたのが職業教育

＝デュアル・システムの存在であった。また，７０

年代半ばに始まる経済不況においても，ドイツは

他のヨーロッパ諸国と比較すると，失業率は低く

抑えられており，この点でもドイツのデュアル・

システムの存在が指摘された。

高等教育が拡大する中，７０年代初頭まで高等教

育修了者は，教職を含め，従来の職業的ポジショ

ンを確保することが可能であった。つまり，高等

教育システムから就業システムへの移行がスムー

ズに行われていた。しかし，７０年代半ば以降，高

等教育修了者の就業状況が一変したという。それ

以後，専攻する学部・学科によって就業へのチャ

ンスに大きな相違が生じ，殊に教育職での労働市

場は著しく悪化した。他方，８０年代には経済学関

ドイツにおける学校教育と職業教育
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連の資格をもった高等教育修了者に対する需要は

高まりを見せた。それに対し，職業教育＝デュア

ル・システムへの参与者は，８０年代半ばにはその

ピークを迎えたが，その後は減少傾向に転じ，既

に触れたように，大学生の数が職業教育訓練生の

数を上回るという事態が生じるに及んで，デュア

ル・システムの危機やその衰退が論じられるよう

になる。

しかしながら高等教育の拡大をもってデュア

ル・システムの衰退を論じるのは問題がある。と

いうのも，高等教育とともに職業教育での職業資

格を取得する若者の存在である。アビトゥーアを

取得して職業教育に入る若者は，１９８０年にはデュ

アル・システム参与者全体の６．５％にすぎなかっ

たのが，１９９３年には１３．８％となり，１９９８年には

１６．５％，２００５年では１７．３％にまで上昇した。また

高等教育修了後にデュアル・システムに参与し，

職業教育での職業資格を取得する若者もいる。つ

まり「高等教育か職業教育か」という二者択一の

選択ではなく，「高等教育も職業教育も」という

二重資格を求める若者が出現してきたのだ。無論，

高等教育入学前に職業教育を修了することには

様々な理由があり，専門大学の学生にとっては，

職業資格を得ることによって大学入学資格を取得

するケースも多い。このようなケースは旧西ドイ

ツよりも旧東ドイツに多く見られる。

かつてドイツの若者は「高等教育か職業教育

か」という二つの途のいずれかを選択することに

よって，職業の方向性を決定していた。現在では，

「高等教育も職業教育も」という双方の途で二重

の資格を目指す若者がいる。このような傾向はと

りわけ経営学専攻の学生に多く見られ，また社会

科学系の学生では心理学専攻のほぼ半数が，既に

職業資格を取得しているという。その大きな要因

は高等教育で取得した職業資格が以前のように即

就業への途へと繋がるものではなくなっているた

めである。既に指摘したように，ドイツでは高等

教育修了資格は高度な専門的職業資格と見なされ

るため，その職業資格に対応する職業に就くこと

が期待されている。しかし高等教育から職業へと

いう移行が難しくなってきているという現実があ

る。高等教育修了者の労働市場を巡っては，失業

問題だけでなくさらに「不適切就業 inädaqueate

Beschäftigung」が問題となっている。つまり大

学で取得した職業資格と異なる職種に就くという，

資格との不一致が問題視されている。このような

状況下，資格社会といわれるドイツの若者が，労

働市場でのより良いチャンスを求めて，高等教育

と職業教育での二重の資格取得を目指すという動

向は，今後注目すべき事項であろう。
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